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平成１５年度筑波大学学内プロジェクト研究　研究助成（Ｂ）

「首都圏における農業継続に果たす女性と高齢者の役割」（研究

代表者　田林　明）および「首都圏外縁部における地域システム

変化の地理学的研究」（研究代表者　手塚　章）報告書



序

　筑波大学地球科学系人文地理学分野では，野外調査の体験を出発点として地理学的課題を追求するこ

とを学問的特徴の一つとしてきた。そのため，大学院の野外実験にあたっては，ある特定の地域を選

び，そこでの地域調査に基づき地域の特性を明らかにしたり，そこでみられた地理的事象の一般的性格

を検討してきた。これまでの調査地域は，つくば市と霞ヶ浦地域とその周辺の県南から県西にかけての

地域と，水戸市やひたちなか市，常陸太田市などの県央から県北の地域が中心であった。茨城県内で未

調査地域として残されていたのは，北端部と西端部，そして南部の常磐線沿いの地域であった。これら

の中から，２００３年度筑波大学大学院生命環境科学研究科・地球科学研究科人文地理学野外実験では，茨

城県西端の古河市と総和町を調査地域として取り上げることにした。２００３年の人口は，古河市で

５８，６５４，総和町で４８，１５６であった。

　古河は関東平野のほぼ中心に位置し，利根川の水運と日光・奥州街道の分岐点として軍事・政治・経

済上の重要性が高く，鎌倉期以来の城下町であり，江戸期には宿場町としても繁栄した。明治期以降製

糸業が発達し，大正期から昭和初期までが全盛期であった。また，茨城県西部と栃木県南部，埼玉県北

部を商圏とした商業都市として発展した。しかし，第２次世界大戦後製糸業は衰退し，それに代わって

洋傘製造や縫製業，機械工業などが発展したが，それらは近年必ずしも盛況とはいえない状況である。

また，中心部の商業も大きく変化してきている。反面，東京都心から６０��の近距離にあるという交通

の利便性と平地林などの未開発地の残存から，１９６３年に首都圏市街地開発地域の指定をうけて以来，隣

接する総和町とともに住宅地化が進められ，現在では首都圏のベッドタウンとしての性格を強めてい

る。一方，総和町は現在でも関東地方におけるキャベツやレタス，白菜などの葉菜類生産の中心地の一

つであり，依然として農業的性格が強いが，１９６０年代からの工業化・住宅地化の影響を受けて，農業の

後退傾向が現れてきた。県西端の古河市・総和町一帯は，古くからの関東の重要な中心であり，都市的

にも農業的にも，さらには文化的にも特徴のある地域であり，地域調査のフィールドとして多くの課題

をもっており，魅力的な場所である。

　本報告書は，２００３年５月１８日から２４日にかけて行った現地調査をもとに作成された。例年２年度にわ

たる調査を行って，その成果をまとめることにしていたが，昨年度はカナダで野外実験を実施したた

め，今回は単年度の調査となった。その代わりに，個別の補充調査にかなりの日数をかけた。参加者

は，筑波大学地球科学系人文地理学分野の教官と，生命環境科学研究科，地球科学研究科，人文社会科

学研究科，そして教育研究科の大学院生であった。また，茨城大学教育学部の小野寺　淳教授，カナ

ダ・カリブー大学の��������	
��助教授，茨城大学非常勤講師の岩間信之博士，筑波大学博士特別研究

員の兼子　純博士にも加わっていただき，ご指導をいただいた。

　調査を行うにあたって，５つの班を組織した。それらは農村班（総和町の集約的野菜栽培農村），都

市班（古河市の中心市街地の変容），商業班（古河市における商業構造の再編），人口・交通班（古河市

における住宅地化と住民の居住地移動），観光班（渡良瀬遊水池の利用形態）であった。調査方法として

は，まず土地利用と景観の記載から始め，さらに人口構造や経済活動，生活様式，居住形態，地域組

織，住民行動などに着目した。

　それぞれの班の調査結果の概要は以下の通りである。農業班は総和町の集約的野菜栽培農村の分析を

通して，専業的農家と兼業農家への分化が明確なこと，さらに専業的農家では農業経営の個別化が進ん

でおり，兼業農家では農業継続のために女性と高齢者の役割が重要であることを明らかにした。また，

農業地域としての総和町には，キャベツやレタス，白菜などの土地利用型の作物栽培に特化した中郊農



業地域という性格と，多品目を集約的に栽培する近郊農業地域としての性格をあわせ持つという特徴が

あることを指摘した。

　都市班は，城下町を起源とする古河市の中心市街地の変容を明らかにし，近年の地域活性化への取り

組みを都市観光の視点から検証した。古河市の中心市街地は，南北の交通軸の整備とともに変容してき

たが，そのような結果として生じた中心市街地の空洞化の問題に対して，茨城県で最初に���認定を

受けるなど早い段階から対応してきた。その活性化の特徴として，城下町に由来する歴史的資源を商店

街活動や都市観光に活用しているという点が明らかとなった。

　商業班は古河市における商業構造の再編過程とその要因を検討した。１９７０年までは地元中心商店街は

繁栄していたが，１９７０年代になってその求心性が低下した。１９８０年代以降製糸工場跡地に大型店が進出

し，さらに国道沿線にロードサイド店の集積が相次ぎ，地元中心商店街では小売店舗の淘汰がなされた

が，経済力のある店舗は残存した。古河市の商業再編の大きな要因は，大型店の進出と既存商店街の存

続であった。

　人口・交通班は，古河市における居住地の拡大と住民の居住地移動と通勤行動から，古河市の東京大

都市圏への編入は，主として１９８０年代におきたことを明らかにした。東京都心から古河市に流入した

人々によって新たな住宅地が形成された。これらの流入人口は従来通り東京都心で就業する一方，生活

の基盤を郊外の住宅地に築いた。その結果，古河市は，郊外住宅地への人口移動をともないながら東京

大都市圏に組み入れられていった。

　観光班では明治期に国家による土地の強制収用により設置された渡良瀬遊水池の本来の機能である洪

水調節機能を記述・分析し，さらにこの首都圏に位置する広大なオープンスペースがレクリエーション

や環境保護の場として利用されるようになった過程を検討した。そして国家，旧地権者，周辺住民，都

市住民がそれぞれの立場から遊水池の利用に関わっていることを明らかにした。

　この調査に際しては古河市総合政策部総合政策課の鈴木博志課長と細井俊哉主事をはじめとする古河

市役所の方々，総和町総務部企画課鈴木源一課長と小倉佐智子係長をはじめとする総和町役場の方々，

そして古河市と総和町の多くの機関や組織，団体，住民の方々のご協力を賜った。また，製図にあたっ

ては筑波大学地球科学系の宮坂和人技官の助力を得た。これらの皆様に心から感謝したい。なお，この

報告書の印刷や現地調査のために，平成１５年度筑波大学学内プロジェクト研究・助成研究�（代表者：

田林　明，課題名「首都圏における農業継続に果たす女性と高齢者の役割」），および同プロジェクト助

成研究�（代表者：手塚　章，課題名「首都圏外縁部における地域システム変化の地理学的研究」）によ

る研究費の一部を使用した。

　この報告書が地域の実態の理解に，あるいは古河市・総和町の将来を考える資料としていささかなり

とも役に立つことを心から願うしだいである。

２００４年３月３日

田�林　　明
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